











































































　ⅰ　原告 X は，訴外 A の父であった。被告 Y は，加古川労働基準監督署長
であった。
　A（昭和33年 4 月生まれ）は，大学卒業後の昭和58年 4 月に，訴外 B 株式会社
（株式会社神戸製鋼所）へ入社した。
　B 社は，Ａに対し 1 か月間の基礎研修等の後，同年 5 月，新入社員に対する
実地研修として，同社高砂事業所回転機工場工務課に配属した。その後の同年
12月に，A に対し，インドのボンベイの南約130キロメートルに所在するター










神戸地判平 8 ・ 4 ・26判タ926号171頁〔確定〕。
この判例の評釈として，宗方秀和＝川合順子・労旬1386号（1996年 6 月）11頁，永野秀雄・法
時69巻 4 号 4 （1997年 4 月）96頁，中園浩一郎・平成 9 年度主要民事判例解説（1998年 9 月）




昭和59年 1 月， 3 名の技術指導員が日本から派遣されてくることになっていた。



































































































　ⅰ　原告 X は，訴外 A 株式会社（日研化学株式会社）に勤務していた訴外 B
の妻であった。被告 Y は，静岡労働基準監督署長であった。
　B（昭和42年○月生まれ）は，大学卒業後の平成 2 年 4 月に A 株式会社に入社
し，同 9 年 4 月から名古屋支店静岡営業所静岡 2 係に所属して，医療情報担当
者（MR）として勤務していた。
　B が在籍時の静岡 2 係の営業成績は，平成14年 4 月の段階で，会社全体の営
業拠点47か所中41位と下位にあった。A 株式会社は，静岡 2 係の体質改善を
図るため，同月に訴外 C を係長とした。同月以降この係の構成は，C 係長，B
および D の 3 名となった。








　平成15年 1 月ないし 3 月において，B に以下の 3 件の営業上のトラブルが発
生した。
　同年 1 月28日，訴外 E 病院の F 医師から新規の患者を紹介されたが，会議
を理由にことわった（以下，「本件第 1 トラブル」という）。








にいるため，午後 5 時ころでないと行くことができない旨回答した。H 医師は，
静岡営業所の所長に電話し，患者が待っているので誰でもいいからきてほしい
旨求められた。同日午後 1 時ころ，B は，C 係長を同行して，同病院に赴き，
H 医師に対して，土下座して謝罪した（以下，「本件第 2 トラブル」という）。
　同年 3 月 4 日，訴外 I 市立病院の J 医師が，B に対し，既に実施されたシン
ポジウムの案内がなく，通知されるべき情報が伝えられなかったと不満を述べ
た。B は，静岡営業所の所長とともに J 医師のもとへ謝罪に赴いたが，J 医師
は担当者の交代を求めた。所長は，この件に関し，同日中に名古屋支店長の携
帯電話に報告し，支店長は，直接 B に電話をかけた（以下，「本件第 3 トラブ
ル」という）。
　B は，同年同月 7 日未明，家族や上司を名宛人とする 8 通の遺書を残し，静
岡県○○市の市民運動公園内の立木の枝で縊首して自殺した。
　ⅲ　X は，平成16年 2 月，Y 労基署長に対し，B の死亡に対して，労災保険
法に基づく遺族補償金および葬祭料の支給を請求したが，支給しない処分をさ











が現実化したものであると評価し得ることが必要である（最高裁平成 8 年 1 月
心理的負荷による精神障害の認定基準の検討（柏﨑）
（185）　109






























平成15年 1 月の時期までに B に加わった業務上の心理的負荷の原因となる出
来事としては，C 係長の B に対する発言を挙げることができる」。


























































































法協129巻 6 号（2012年 6 月）1370頁，および，上田・前掲注17）43頁。
徐・前掲注21）1393頁。
それ以前には，電通事件の地裁判決（東京地判平成 8 年 3 月28判時1561号 3 頁）が言い渡され































は1181件に増加している。その認定率は，過去 5 年間で約 3 割にとどまってい
る。しかも，従来の審査では，労働基準監督署の聞き取りに基づき，精神科医
























能性のある精神障害は，主として IDC─10の F2から F4に分類される精神障害
である。
　認定要件は，以下の 3 つの要件であって，いずれの要件も満たす疾病は，労
働基準法施行規則別表第 1 の 2 第 9 号に該当する業務上の疾病として取り扱う
こととなっている。
1 　対象疾病を発病していること。

























労働」として「特別な出来事」とし，発病直前の連続した 2 か月間に 1 月あた




















































































































JAMES A. D’ANDREA, ILLNESS AND DISABILITY IN THE WORKPLACE, CANADA LAW BOOK, [MAY 1995 
- JUNE 2012 TRANSFER BINDER], PP. APRIL 2011 2-12 - 2-13 [ 2 :4000- 2 :4100].
品田・前掲注34）98頁。
JAMES A. D’ANDREA, op. cit. (NOTE 36), p. APRIL 2011 5-2 [ 5 :0000].










取 得 し う る か 又 は 契 約 を 終 了 し う る か で あ る。Spring v. A. Saley & 







　1992年，原告の 5 年にわたる関係は，不愉快に終わった。1993年 1 月に，そ
の者は破産（bankruptcy）宣言をし，1993年 5 月に，HIV 陽性の診断がなされ
た。診断書に基づいて，その者は，精神病治療の支援を得ようと考え，その者
の精神科医の意見として，非機能的な（non-functional）状態なので，長期障害












JAMES A. D’ANDREA, op. cit. (NOTE 36), p. JUNE 2012 5-26 [ 5 :3500].40）
120　（196）

























JAMES A. D’ANDREA, op. cit. (NOTE 36), p. JUNE 2012 5-27 [ 5 :3500].41）
心理的負荷による精神障害の認定基準の検討（柏﨑）
（197）　121
を対象として心理的負荷を評価することとなり，これまですべての事案につい
て必要としていた精神科医の合議による判定を，判断が難しい事案のみに限定
したことは，評価できると考えられる。
　また，認定基準は，評価表を策定し，具体例を記載することで，申請者が認
識しやすくなった部分が増えている。精神科医の合議による判定を経ない場合
は，審査の期間を以前より短縮することができると考えられる。
　したがって，すべての事案を網羅的に迅速に処理し得るとは言い切れないが，
精神障害に起因する労働災害の審査および迅速化に関して，一定の評価をでき
ると考えられる。
